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1990年代の日本企業の生産性 ―企業レベルの実証研究によって確認された事実― 

Productivity of Japanese Firms in the 1990s ―A survey― 

清田 耕造(Kozo Kiyota) 

本論文では, 1990年代の日本企業の生産性に関する研究をレビューし, これまでの観測事

実を整理した。確認された観測事実の中でも, 特に多くの研究で確認された事実, いわば

「ロバストな」観測事実は, 次の三点が挙げられる。第一は, 一般に, 日本の外資系企業

とグローバル化を進めている企業は生産性が高いことである。第二は, 外資系企業, 研究

開発の活発な企業, 規模の大きな企業は生産性の成長が速いことである。そして第三は, 

生産性の低い企業が市場から退出するとは限らないことである。 

Abstract 

This study surveys the literature that examines the productivity of the Japanese firms 

in the 1990s. A general conclusion is threefold. First, foreign firms in Japan and firms in 

advanced states of globalization have higher productivity. Second, foreign-owned firms, 

R&D intensive firms, and large firms have faster productivity growth. Finally, less 

productive firms do not necessarily exit markets.  



「三田学会雑誌」99巻 2号（2006年 7月）

1990年代の日本企業の生産性
企業レベルの実証研究によって確認された事実 ∗

清　田　耕　造

要　　　旨
本論文では，1990年代の日本企業の生産性に関する研究をレビューし，これまでの観測事実を整

理した。確認された観測事実の中でも，特に多くの研究で確認された事実，いわば「ロバストな」観
測事実は，次の三点が挙げられる。第一は，一般に，日本の外資系企業とグローバル化を進めてい
る企業は生産性が高いことである。第二は，外資系企業，研究開発の活発な企業，規模の大きな企
業は生産性の成長が速いことである。そして第三は，生産性の低い企業が市場から退出するとは限
らないことである。

キーワード
日本企業，生産性，企業レベルの実証研究

1． はじめに

ここ数年，日本企業の生産性に関する研究が活発である。日本企業の生産性の研究が注目を浴びて

いる理由は，大きく三つある。第一は，日本経済の生産性そのものに対する関心の高まりである。

2002年，東京大学の林文夫教授とノーベル経済学賞受賞者のエドワード・プレスコット教授は，1990

年代の日本経済の停滞が生産性の低下にあるとする論文を発表した（Hayashi and Prescott, 2002）。

この論文を契機として，日本経済の生産性への関心が急速に高まり，生産性の研究が様々な角度か

ら活発に行われるようになっている。
（1）

第二は，日本の企業を調査対象とした『企業活動基本調査』の情報が蓄積されたことである。『企

業活動基本調査』は経済産業省による統計調査のひとつであり，わが国の企業・産業の構造変化を

∗ 本論文を作成するにあたって，木村福成氏（慶應義塾大学経済学部），深尾京司氏（一橋大学経済研
究所）からは貴重なコメントを頂きました。記して謝意を表します。なお，本論文に残る誤りは，筆者
に帰するものです。

（1） 産業レベルのデータを利用した研究については，例えばFukao, Inui, Kawai, and Miyagawa（2004）
や深尾・権（2004）がある。また乾・権（2005）は産業レベルの生産性に関する優れたサーベイを
行っている。
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定量的に把握することを目的として，1991年から始められた。この調査は従業者数 50人以上，資

本金 3000万円以上の企業を調査対象としており，毎年 3万社近くの企業の生産や国際化の状況を

調査している。
（2）

また，『企業活動基本調査』は，各企業の情報を異時点間で追跡できるように整備さ

れている（このように個々の経済主体を時系列で追跡できるデータは，パネル・データ，あるいはロンジ

チュージナル・データと呼ばれている）。『企業活動基本調査』が整備されるまでは，日本には大規模な

企業のパネル・データが存在しなかったため，企業をベースとした生産性の研究が難しかった。し

かし，『企業活動基本調査』の情報が蓄積されることで，日本企業の動向を包括的に分析することが

可能になった。

第三は，計量経済学的な分析手法とコンピュータの処理能力の発達である。過去 10数年の間に，

計量経済学の分野において，パネル・データの分析手法が急速に発達した。さらに，ここ数年の技

術進歩により，コンピュータの演算能力が飛躍的に向上した。この分析手法の発達とコンピュータ

の性能の向上は，大規模データを利用した高度な分析を，パーソナル・コンピュータのレベルで可

能にした。

近年の企業データを利用した日本企業の生産性に関する研究では，これまでのマクロ・産業をベー

スとした研究では明らかにされていなかった新事実が次々と報告されている。そして，これらの事

実の中には，複数の研究で確認されているいわば「ロバスト（robust）な」ものがある。特に，時

代の要請から，企業の国際化をめぐる研究分野で，新事実の提示が活発になっている。
（3）

企業活動の

グローバル化や日本企業の生産性に対する関心の高まりを踏まえると，いまここで 1990年代の日本

企業の生産性に関する研究をレビューし，これまでに明らかになっている事実を整理しておくこと

は，日本企業の生産性の議論を深めて行く上で大きな意義があると考えられる。

本論文では，1990年代の日本企業の生産性に関する研究をレビューし，これまでの観測事実を整

理する。ここでは，ヒアリングやインタビューにもとづくケース・スタディではなく，企業データを

利用した統計分析にもとづく研究に焦点を当てる。企業の生産性には労働生産性など様々なものが

考えられるが，本論文では特に全要素生産性（total factor productivity: 以下，TFP）に注目する。

本論文を通じて，1990年代の日本企業の生産性に関する「ロバストな」事実を明らかにする。

本論文の以下の構成は次の通り。第二節では企業レベルでの TFPの計測方法と集計レベルと企

業レベルの TFPの関係について解説する。第三節で，「ロバストな」事実を紹介する。最終節で今

後掘り下げていくべき課題を紹介し，本論文を締めくくる。

（2） より厳密には，『企業活動基本調査』の対象となる企業は「日本標準産業分類の大分類の D（鉱業），
F（製造業），及び I（卸売・小売），飲食店（その他の飲食店を除く）に属する事業所を有する企業の
内，従業者 50人以上，且つ資本金または出資金 3,000万円以上」の企業である。

（3） 貿易や直接投資など，日本企業の国際化をめぐる研究には，生産性以外の新事実も次々と報告され
ている。この詳細については，例えば Kimura and Ando（2003），Kiyota, Matsuura, Urata, and

Wei（2005），Kiyota and Urata（2005），Kiyota and Matsuura（2006）などを参照して欲しい。
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2． TFPの計測法

2.1 TFPの計測法

生産性指標の中で最も頻繁に利用されているのは，労働生産性だろう。労働生産性は労働者一人

あたり（あるいは労働者一人・時間あたり）の生産額（あるいは付加価値額）として定義される。この

指標は簡便だが，他の生産要素の投入を考慮できないと言う問題がある。例えば労働者の数が全く

同じであっても，大規模な設備投資が行われれば，労働生産性は大幅に上昇しうる。しかし，これ

は労働者そのものの生産性の改善というよりは，むしろ設備投資の効果である。つまり，労働生産

性が高いからと言って，企業全体の生産効率が高いとはいえない。

一方，TFPは，労働だけでなく，資本や中間投入など，生産に必要な全ての生産要素を考慮した

上で生産性を測ろうとする指標のことである（このことから，全要素生産性と呼ばれる）。
（4）

労働生産性

の場合は，労働投入一単位あたりの生産性を考えるが，TFPの場合は，全ての生産要素を組み合わ

せてひとつの投入要素と考え，その投入一単位あたりの生産性を考える。

TFPの計測方法には，確率的フロンティア（Stochastic Frontier）にもとづく方法やData Envel-

opment Analysis（DEA）と呼ばれる方法など様々な手法がある。近年の日本企業の生産性に関す

る研究では，Caves, Christensen, and Diewert（1982）によって開発され，Good, Nadiri, Roller,

and Sickles（1983）によって拡張された TFP指数の方法がよく利用されている。
（5）

以下では，この

方法を紹介しよう。
（6）

この TFP指数は，ある時点のある産業における平均的な企業の TFPを基準と

して，その企業の TFPを基準として指数化するというものである。ここで平均的な企業はある特

定の企業を指すのではなく，当該産業に属する企業の情報から仮想的に作られるものである。具体

的には，インプットとアウトプットについて当該産業の全企業の幾何平均，コストについて算術平

均をとったものとして定義される。より厳密には，企業 iの t期の TFP(θit)は，t = 0期の仮想的

企業の TFPを 1とすると，次のように定義される。

ln θit ≈
“
ln Qit − ln Qt

”
+

Xt

τ=1

“
ln Qτ − ln Qτ−1

”

−
XJ

j=1

1

2
(sijτ + s̄jτ )

“
ln Xijτ − ln Xijτ

”
−

Xt

τ=1

XJ

j=1

1

2
(s̄jτ + s̄jτ−1)

“
ln Xjτ − ln Xjτ−1

”

（4） データが利用可能な場合は，労働者の教育水準や資本の用途（土地や機械，建物）などの違いを考
慮することもある。

（5） TFP指数については中島（2001）に詳しい解説がある。また，確率的フロンティアや DEAにつ
いては，鳥居（2001）を参照して欲しい。

（6） 生産性の計測方法としては，このほかに，Olley and Pakes（1996）によって開発され，Levinsohn

and Petrin（2003）によって拡張された生産関数の推定にもとづく方法がある。
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ここで ln Qit,ln Xijt,および sijtは，それぞれ，企業 iのアウトプット，企業 iのインプット j，そし

てインプット j の企業 iの総コストに占めるシェアを表している。また ln Qt,ln Xt,および sjt は，

それぞれ仮想的企業の t時点におけるアウトプット，インプット，コストシェアである。右辺第一

項は t期における企業 iのアウトプットが仮想的企業のアウトプットからどの程度乖離しているか

を表したものである。第 2項は，仮想的企業の t = 0期から t期までのアウトプットの累積変化を

表している。第 2行目はインプットについてアウトプットと同様に示したものである。つまり，各

企業の TFPは t = 0期の仮想的企業の TFPを基準として表されるのである。

なお，この TFP指数を解釈する上での注意点についても触れておこう。第一は，異なるアウト

プットが複数ある場合，つまりある企業が複数の製品を生産している場合，強い仮定が必要になる

ことがある点である。企業が複数の製品を生産している場合，アウトプットもインプットと同様に

集計することも可能である。しかし，アウトプットの詳細な情報が利用できない場合は，企業のア

ウトプットは一種類という強い仮定が必要になる。

第二は，異なる産業間での比較である。各企業の TFP指数は，各産業の仮想的企業からの乖離

として作成される。言い換えれば，TFP指数は，産業内の相対的な水準を表しているにすぎない。

このため，異なる産業間の TFP指数は，そのレベルの大小比較には意味がない点に注意する必要

がある。

そして第三は，この TFP指数が規模の経済性の効果を含んでいる可能性がある点である。中島

（2001, p.145）で解説されているように，TFP指数は技術水準の効果と規模の経済性の効果に分解

することができる。このため，規模の経済性が存在する場合，企業の規模が大きくなればなるほど

TFP指数は上昇することになる。このような場合には，TFP指数が生産性とは異なる意味を持つ

ことになる可能性があり，その解釈に注意する必要がある。

2.2 各企業の TFPと集計レベルの TFP

次に，各企業レベルの TFPが集計レベルの生産性とどのように結びついているのかを，Foster,

Haltiwanger, and Krizan（2001）にもとづき確認しておこう。まず産業 jの集計レベルのTFPを

次のように定義する。

Θjt =
X

i∈I
vitθit,

ここで vit は t期における企業 iのアウトプットのシェアを表している。いま，t − 1期から t期の

変化を∆で表すとしよう。このとき，t− 1期から t期の集計レベルの TFPの変化∆Θjtは次のよ

うに表すことができる。
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∆Θjt ≈
X

i∈C
vit−1∆θit +

X
i∈C

(θit−1 − Θjt−1) ∆vit +
X

i∈C
∆θit∆vit

+
X

i∈E
(θit − Θjt−1) vit −

X
i∈X

(θit−1 − Θjt−1) vit−1,

ここで C は t − 1期から t期にかけて存続している企業，E はこの期間に参入した企業，X は撤退

した企業を表している。第一項は（初期のアウトプットのシェアでウェイトづけした）各企業自身の生

産性成長の効果を表している。第二項は（初期の各企業と産業の生産性の乖離によってウェイトづけし

た）各企業のアウトプットシェアの変化の効果である。第三項はシェアの変化と生産性成長の変化

の交差項である。第四項と第五項は，それぞれ参入の効果と退出の効果を表している。

この式は，集計レベルの TFPが 1）企業自身の生産性成長の効果（第一項），2）企業の相対的な

規模の変化の効果（第二項），3）参入の効果（第四項），4）退出の効果（第五項），そして 5）その他

の効果に分解できることを意味している。 言い換えれば，集計レベルの TFPの成長は，各企業の

生産性の成長だけでなく，参入・退出からも影響を受けることがわかる。なお，集計レベルの生産

性を個々の企業の生産性に分解する方法は，このほかにも幾つかのバリエーションが開発されてい

る。詳細については Foster, Haltiwanger, and Krizan（1998）などを参照して欲しい。

3．「ロバストな」観測事実

日本の企業の生産性に関する研究では，様々な新事実が確認されている。表 1は近年の研究によっ

て確認された主要な事実をまとめたものである。これらの事実の中には，多くの研究によって確認

されているものと，まだ複数の研究では確認されていないものがある。本論文では，複数の研究に

よって確認された事実，より具体的には，三つ以上の研究によって確認されている事実を観測事実

の中でも特に「ロバストな」観測事実と呼ぶことにする。以下では，まず生産性のレベルに注目し，

次に生産性の成長に関する事実を確認する。最後に，生産性と参入・退出の関係や企業間の生産性

格差に関する結果を紹介する。
（7）

3.1 生産性のレベルに関する事実

「ロバストな」観測事実 1：一般に，日本の外資系企業とグローバル化を進めている企業は生産

性が高い。

平均的に見た場合，外資系企業は国内企業と比べて，生産性が高い。この興味深い事実は『企業活

動基本調査』を利用した Fukao and Murakami（2005），Fukao, Ito, and Kwon（2005），Kimura

（7） なお，本論文で紹介している事実の多くは，回帰分析の結果にもとづくものであり，サンプルとな
る企業を平均的に見た場合に確認されたものである。このため，これらの事実が全ての企業に当ては
まるわけではない点には注意して欲しい。
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表 1 日本の企業の生産性レベルと成長に関する観測事実

「ロバストな」観測事実（3つ以上

の研究で確認されている事実）

生産性の高い企業は… 生産性の成長の速い企業は…

外資系企業である． Fukao and Murakami (2005, Table 3.4) Fukao and Murakami (2005, Table 3.4)

Fukao, Ito, and Kwon (2005, Table 7a) Fukao, Ito, and Kwon (2005, Table 7c)

Fukao and Kwon (2006b, Table 4.4)

Kimura and Kiyota (2006a, Table 2) Kimura and Kiyota (2006a, Table 5)

輸出を行っている Kimura and Kiyota (2006b, Table 2) Kimura and Kiyota (2006b, Table 4)

（輸出の割合が高い）． Murakami (2006, Table 4a) Ahn, Fukao, and Kwon (2005, Table 4.3)

Fukao and Kwon (2006a, Table 2)

直接投資を行っている． Kimura and Kiyota (2006b, Table 2) Kimura and Kiyota (2006b, Table 4)

Murakami (2006, Table 4a)

Fukao and Kwon (2006a, Table 2)

研究開発を行ってい Fukao and Murakami (2005, Table 3.4) Fukao and Murakami (2005, Table 3.4)

る・研究開発ストック Nishimura, Nakajima, and Kiyota (2005, Table 6)

を蓄積している． Todo and Shimizutani (2005, Table 7)

Ahn, Fukao, and Kwon (2005, Table 4.3)

Okada (2005, Table 6)

Kiyota (2006, Table 2) Kiyota (2006, Table 4)

Kimura and Kiyota (2006a, Table 5)

宮川・金 (2006, 表 5-8)

規模が大きい． Fukao and Murakami (2005, Table 3.4) Fukao and Murakami (2005, Table 3.4)

Fukao, Ito, and Kwon (2005, Table 7a) Fukao, Ito, and Kwon (2005, Table 7c)

Fukao and Kwon (2006b, Table 4.4)

Ahn, Fukao, and Kwon (2005, Table 4.3)

Kimura and Kiyota (2006a, Table 5)

観測事実（2 つ以下の

研究で確認されている

事実）

生産性の高い企業は… 生産性の成長の速い企業は…

買収された． 権・深尾・伊藤 (2005, 表 9)

Fukao, Ito, Kwon (2005, Table 10)

若い． Kimura and Kiyota (2006a, Table 5)

IT network を利用し

ている．

Motohashi (2003, Table 5)

競争の激しい市場に属

している．

Okada (2005, Tables 5 and 6)

and Kiyota（2006a）によって確認された。そして，この外資系企業と国内企業の生産性の格差は，

業種や企業の規模などの影響を考慮した上でも存在することも確認されている。

この外資系企業の生産性を明らかにすることは，対日直接投資の促進を議論していく上で，重要

な意味を持っている。例えば，生産性の高い外国企業が参入することで，直接投資を通じた新しい

技術やビジネスモデルの波及が期待されるためだ。また，第二節で解説したように，生産性の高い

企業の参入は，経済全体の生産性向上にも貢献しうる。外資系企業の生産性が高いことは，海外の
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研究では確認されていたが，日本では最近まで確認されていなかった。
（8）

日本のような技術水準の高

い国においても，外資系企業の生産性が国内企業よりも高いという事実は，注目すべき事実だと言

えるだろう。

また，企業の海外進出との関係についても，新しい事実が確認されている。Kimura and Kiyota

（2006b），Murakami（2006），Fukao and Kwon（2006a）は，産業要因を考慮した上でも，輸出や

直接投資を行っている企業の生産性が，国内にとどまっている企業よりも生産性が高いことを明ら

かにした。
（9）

これまで，輸出や直接投資のパターンは，主に産業特性によって決まると考えられてき

た。しかしこれらの結果は，輸出や直接投資が，産業の特性というよりは，生産性という企業特性

によって決まることを示している。この結果は，「産業」を単位とした政策の難しさを示唆するもの

である。

観測事実 1：生産性レベルの高い企業は研究開発を行っており，規模が大きい。

生産性のレベルの高い企業は，この他にも様々な特性を持つことが確認されている。具体的には，

研究開発を行っている企業（Fukao and Murakami, 2005; Kiyota, 2006），規模の大きな企業（Fukao

and Murakami, 2005; Fukao, Ito, and Kwon, 2005）は生産性が高い傾向にある。
（10）

ただし，規模と生産

性の関係については，その解釈に注意が必要である。これは，第二節でも議論したように，TFPが規

模の経済性を含む可能性があるためである。例えば，Nakajima, Nakamura, and Yoshioka（1998）

は 1964年から 1988年の日本の製造事業所に注目して TFPを推計しているが，彼らは製造業の多

くの産業に規模の経済性が存在していることを確認している。

3.2 生産性の成長に関する事実

「ロバストな」観測事実 2：外資系企業，研究開発の活発な企業，規模の大きな企業は生産性の

成長が速い。

「失われた 10 年」と呼ばれる経済の停滞期においても，生産性の成長を遂げていた企業は数多

く存在していた。この時期に生産性を成長させていた企業はどのような特徴を持っていたのだろう

（8） 外資系企業の生産性に関する海外の研究例としては，例えば Girma, Thompson, and Wright

（2002）がある。この他の海外の研究例については，Kimura and Kiyota（2006b）の文献サーベイ
を参照して欲しい。

（9） 海外の研究例としては，例えば Helpman, Melitz, and Yeaple（2004）がある。彼らはヨーロッ
パの企業に注目し，海外に子会社を持つ多国籍企業が最も生産性が高く，輸出を行う企業がその次に
生産性が高く，そして国内にとどまっている企業が最も生産性が低いことが明らかにされている。こ
の他の海外の研究例については，Kimura and Kiyota（2006b）の文献サーベイを参照して欲しい。

（10） 企業レベルでの研究開発と生産性の関係については海外に多くの研究例がある。代表的な研究例と
しては，Griliches（1998, Chapter 5）を参照して欲しい。
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か。この時期に高い生産性成長を達成していた企業の特徴は次の三つにまとめられる。第一は，外

資を導入している企業である。この事実は，Fukao and Murakami（2005），Fukao, Ito, and Kwon

（2005），Fukao and Kwon（2006b），Kimura and Kiyota（2006a）によって明らかにされている。

第二は，研究開発を行っている（あるいは研究開発ストックを蓄積している）企業である。この事実は，

Fukao and Murakami（2005），Nishimura, Nakajima, and Kiyota（2005b），Todo and Shimizutani

（2005），Ahn, Fukao, and Kwon（2005），Okada（2005），Kimura and Kiyota（2006a），Kiyota

（2006），宮川・金（2006）らによって確認されている。これらの研究は，計測方法や観測期間が若

干異なっている。しかし多くの研究が同様の結論を得ていることは，研究開発が生産性成長にプラ

スの効果を持つという事実が非常にロバストであることを意味している。

第三は，規模の大きな企業である。Fukao and Murakami（2005），Fukao, Ito, and Kwon（2005），

Ahn, Fukao, and Kwon（2005）， Fukao and Kwon（2006b），Kimura and Kiyota（2006a）は，

規模の大きな企業が生産性の成長が速いことを確認している。

この三つ目の事実は 1990年代の特殊な事情を反映している可能性がある。先にも紹介したNaka-

jima, Nakamura, and Yoshioka（1998）は，1964年から 1988年の日本の TFPを推計しているが，

彼らはこの時期の生産性成長に規模の効果が働いていなかったことを確認している。彼らの分析は

事業所ベースであり，今回紹介している企業ベースの研究結果とは厳密には比較できないが，90年

代以降，中小企業の生産性成長が鈍化していたという事実はこれまでにあまり知られていなかった

ことであり，「失われた 10年」と呼ばれる日本経済を考える上で重要な観測事実と言える。

観測事実 2：生産性の成長が速い企業は，若い企業であり，競争的な産業に属しており，グロー

バル化が進んでいる（輸出や直接投資を行っている）。また，買収にあった企業もその後の生産

性の成長が速い。

この他に，生産性の成長の速い企業は，設立後間もない若い企業であること（Kimura and Kiyota,

2006a）や競争的な産業に属していること（Okada, 2005）も確認されている。さらに，最近の研究で

は，企業活動のグローバル化が生産性の成長に対してプラスの効果を持つことも明らかにされてい

る。例えば Kimura and Kiyota（2006b）は，輸出を行っている企業の生産性の成長が輸出を行っ

ていない企業よりも速いことを確認した。この輸出と生産性成長の間の正の相関は，Ahn, Fukao,

and Kwon（2005）によっても確認されている。
（11）

一方，Kimura and Kiyota（2006b）は直接投資に

ついても分析を行っており，直接投資を行う企業の生産性成長が，行っていない企業よりも速いこ

（11） 一方，海外の研究では，輸出は必ずしも企業の生産性成長にプラスの効果を持たないと主張されて
いる。例えば Bernard and Jensen（1999）は，米国の製造業のパネル・データを利用して輸出と生
産性の関係を分析した。そして彼らは，輸出を行う企業と輸出を行わない企業の間には，生産性の成
長の速さに違いが見られないという結果を得た。
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とを明らかにした。

また，買収の効果に関する研究も，非常に興味深い事実を提示している。
（12）

Fukao, Ito, and Kwon

（2005）および権・深尾・伊藤（2005）は，外国企業による日本企業の買収と日本企業間の買収を比

較した。そして，いずれの場合も買収後の生産性成長への効果がプラスであることを確認した。ま

た彼らは，外国企業による買収の方が，日本企業間の買収よりも，生産性の成長を加速させる傾向

にあることを確認している。
（13）

買収については様々な議論がなされているが，買収が生産性の成長を

加速させるという事実は，冷静に受け止める必要があるだろう。

3.3 参入・退出と企業間格差に関する事実

「ロバストな」観測事実 3：生産性の低い企業が市場から退出するとは限らない。

第二節で述べたように，集計レベルの生産性成長の要因のひとつは，生産性の低い企業が撤退（退

出）することにある。生産性の低い企業が退出し，生産性の高い企業が生き残ることで，経済全体

の集計レベルの生産性が上昇するためだ。このようないわば市場の自然淘汰のメカニズムについて

は，これまでは当然成立するものと考えられていた。

深尾・権（2004），Nishimura, Nakajima, and Kiyota（2005a），Ahearne and Shinada（2005）

はこの自然淘汰のメカニズムに注目し，どのような企業が退出しているのかを分析した。そしてこ

れらの研究は，年によっては，生産性の高い企業が退出することがあることを確認している。
（14）

特に

Nishimura, Nakajima, and Kiyota（2005a）は，この自然淘汰メカニズムが 1997年前後に崩れて

いることに注目している。1997年は日本の金融部門が大きな問題を抱えた時期であり，銀行が「追

い貸し」などによって本来淘汰されるべき企業を存続させていたのかもしれない。もしこの仮説が

正しいなら，金融部門の健全化は，経済全体の生産性の向上にもつながることになる。

観測事実 3：企業間の生産性格差が拡大している。

海外の企業レベルの分析で注目されている事実のひとつに，企業の異質性がある。これは，これ

まで考えられていた産業という枠組みでは，企業の活動パターンを十分に説明できない，つまりひ

（12） 深尾（2006）は合併や買収が生産性にどのような効果を持つかについて詳しく解説をしている。
（13） ここで注意してもらいたいのは，外資系企業の生産性の上昇が必ずしもリストラによるものではな

い点である。これは，生産性の指標が労働生産性ではなく，TFPであるためである。労働生産性の
上昇は，一定の労働投入の下での生産（あるいは付加価値）の拡大か，あるいは生産を一定にしたま
までの労働の削減によって達成される。しかし，TFPの場合は，過剰な資本設備の削減などによっ
ても上昇しうる。

（14） ただし，1990年代を通じて平均的に見ると，生産性の高い企業が存続する傾向にある。この議論
については Kiyota and Takizawa（2006）などを参照して欲しい。
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とつの産業に異質な企業が存在していることを意味している。平均的に見て生産性の高い産業の中

にも，生産性の低い企業は存在しており，また平均的に見て生産性の低い産業の中にも，生産性の

高い企業が存在しているのである。

それでは，1990年代を通じて，この企業間の生産性の差は広がっているだろうか，それとも縮

まっているのだろうか。Shinada（2003），および Fukao and Kwon（2006b）は企業間の生産性の

格差に注目して分析を行い，企業間の生産性格差が拡大していることを確認している。

4． 終わりに

本論文では，1990年代の日本企業の生産性に関する研究を精査し，これまでの観測事実を整理し

た。本論文を通じて，多くの研究で確認された事実，いわば「ロバストな」観測事実が明らかになっ

た。これらの「ロバストな」観測事実は，学術的な意味を持つだけでなく，政策を立案していく上

でも貴重な情報を提供している。企業レベルの実証研究の蓄積により，1990年代の日本企業の生産

性に関する重要な情報が集まっていると言える。この背後に，地道な統計整備があることは言うま

でもない。今後も統計の精度の向上と，継続的な調査に期待したい。

最後に，日本企業の生産性に関する残された研究課題を提示しておこう。第一は，「ロバスト」に

は確認されていない事実の検証である。これまでに確認されている観測事実の中には，重要な意味

を持つものが数多くある。これらの観測事実を様々な角度から検証していくことで，観測事実がロバ

ストなものかどうかを確認していく必要があるだろう。また，1990年代に「ロバスト」とされた観測

事実が 2000年代にも通じる普遍的なものかどうかを考察することも，興味深い研究テーマである。

第二は，技術の波及と生産性の関係である。研究開発は生産性の成長と強い相関が確認されてい

るにも関わらず，研究開発を行っている企業は必ずしも多くないことが確認されている（Kiyota,

2006）。その理由のひとつとして考えられているのが，技術の波及である。技術の波及がどのような

範囲，地域でどのようなチャネルで生産性に影響を及ぼしていくのかを明らかにすることは，科学

技術政策を議論していく上で重要な意味を持つ。また，外国企業から国内企業への技術波及の効果

を明らかにしていくことは，対内直接投資の拡大の利益を考えていく上でも有益である。技術波及

のメカニズムは，今後明らかにしていくべき重要な研究テーマと言えるだろう。

第三は，生産性とマークアップの関係である。本論文で紹介した研究の多くは，企業の市場支配

力，すなわちマークアップを考慮してこなかった。もしマークアップが大きい場合，生産性の計測

にもバイアスをもたらしうる。企業の生産性が正確に計られているかどうかを吟味していくことも，

重要な研究課題といえる。これらの課題は今後の研究を通じて明らかにされることを期待したい。

（横浜国立大学経営学部助教授）
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